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日本の食料安全保障について

令 和 ８ 年 ５ 月

令和８年７月13日（金）
　長野県消費者団体との意見交換会資料
　　（関東農政局企画調整室） 
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我が国の食料の安定供給の確保の考え方
○ 国民に対する食料の安定的な供給は、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし、これと併せて、安定的な輸入及び備蓄の確保を図る。
○ 近年、世界的な人口増加による食料需要の増加、気候変動に伴う干ばつや高温などの異常気象の頻発化など、世界の食料需給を不安定化させるリスク

が高まっている。
○ 特に、食料や生産資材の多くを海外の特定の国・地域に依存している我が国は、より一層大きな影響を受けるおそれがあり、国内の食料が不足した場合には、

国民生活や国民経済に大きな支障が生じることから、令和６年６月に成立した「食料供給困難事態対策法」に基づき、政府が不測時の対策を総合的かつ
一体的に実施するための基本方針を令和７年４月に定めた。

世界の食料安全保障に関するリスクの高まり

世界人口の増加など食料需要の増加

これまで
・ 単収の増加
・ 収穫面積の増加（森林の開発等）
により対応してきたが、さらなる増加には限界

供給を不安定化させる要因の多様化、影響の深刻化

異常気象の頻発化、
被害の激甚化

家畜伝染病や植物病害虫
の侵入・まん延リスクの増大

地政学的リスクの高まり 穀物等の畜産需要や
非食用需要の増加 輸入競争の激化

その一方

干ばつ、高温等による
世界同時不作等

ｱﾌﾘｶ豚熱、鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等に
よる生産、輸入への影響

政治情勢に起因した食料や
肥料貿易の制限・規制等 新興国・途上国の畜産需要

や、バイオ燃料需要の増加
需給ひっ迫時の
買い負けリスク

新たな感染症の
発生リスクの高まり
感染症による国内外の物流・

サプライチェーンへの影響

（１）平時における取組

（２）不測時における取組

①国内の農業生産の増大

②安定的な輸入の確保

・食料自給力の確保（担い手の確保や農地の集積・集約化等）
・生産性の向上（農業生産基盤の整備・保全、先端的技術の開発・普及）
・付加価値の向上、輸出の促進 等

・我が国事業者が輸入相手国に有する調達網への投資促進
・二国間の政府間対話
・国内における官民の情報共有 等

１

・政府対策本部の下、政府一体となった総合的な対策を実施
・事態の深刻度に応じ、事態の深刻化を防ぐことを目的として必要な対策を行う
・事業者の自主的な事業活動・経営判断を尊重し、事態の解消が困難な場合に
限り、出荷販売の調整・輸入の促進等の措置を講じる。

③総合的な備蓄の推進
・国内に存在する備蓄を官民トータルで把握 等

食料供給困難事態対策法に基づく供給確保対策
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世界的な食料需要の増加

２

中所得国

【例：インド、中国、インドネシア等】
（一人当たり国民総所得US$1,046～US$12,695)

高所得国

低所得国

世界合計

60億人

46億人

70億人

資料：UN World Population Prospects 2024より作成

※点線は国連の予測値
(億人)

資料：FAO STAT、世界銀行Data Bankより作成

資料：FAO STATより作成

1人当たりの植物油や肉類の供給量（需要量）
は穀物に比べて大きく増加
⇒食生活の変化とともに、熱量効率は低下

家畜の飼料のもとにもなる穀物（とうもろこし等）や、
油糧用作物（大豆、なたね等）の生産が相対的に増加

81億人
(2023年)

61億人
(2000年)

96億人
(2050年)

○ 2000年当時に約60億人であった世界人口は、2023年には約81億人に到達。2050年に約96億人になると予測され、基本的な
食料需要が増加。

○ 新興国を中心に経済が成長し国民１人当たり所得が向上するにつれて、それらの国の食生活の変化とともに肉類・油脂類の消費量
が増加。それに伴い、畜産物とその生産に必要な穀物や、油脂類の生産に必要な油糧用作物等の生産が増加。

世界人口の推移 肉類・植物油等の供給量（需要量）の推移

穀物等の生産量の推移
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世界の穀物の生産量、消費量の推移

３
資料：USDA「PS＆D」より作成

○ 世界の穀物消費量は途上国の人口増加、所得水準の向上等により増加傾向で推移。生産量は主に単収の伸びにより消費量の増
加に対応。

○ 一方で、穀物の生産は、自然条件に左右される農業の特性により豊凶変動が避けられず、過去複数回にわたり需給ギャップ（生産 ー 
消費）がマイナスとなった。

世界の穀物（米、とうもろこし、小麦、大麦等）の需給の推移
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世界の穀物等の在庫増減

４
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1960/61 1970/71 1980/81 1990/91 2000/01 2010/11 2020/21 2024/25

在庫率
在庫率（中国除く）

中国
44百万t
36%

ブラジル
38百万t
30%

アルゼンチン
24百万t
19%

米国
9百万t

7%

EU
2百万t
1% その他

9百万t
7%

中国
105百万t

55%インド
48百万t
25%

インドネシア
6百万t
3%

フィリピン
4百万t

2%

タイ
3百万t
1% その他

27百万t
14%

中国
128百万t

49%

米国
23百万t

9%

インド
12百万t

5%
EU

11百万t
4%

ロシア
11百万t

4%

その他
75百万t
29%

中国
192百万t

65%

米国
39百万t
13%

ブラジル
12百万t

4%

アルゼンチン
7百万t

2%

EU
6百万t
2%

その他
41百万t
14%

○ 1990年代後半以降は貿易自由化の潮流の中で世界的な在庫水準が低下。その後、2007～08年の穀物価格高騰を経て、中国
の増産対策によりその在庫が突出して増加※。

○ 一方、中国を除く在庫は足元で低水準であり、世界的な不作が発生した場合には、食料不足や価格高騰が起こりやすい状況。
※ 世界全体の在庫のうち、中国が占める割合は、とうもろこしで６割超、コメで５割超、小麦で４割超、大豆で３割超。

とうもろこし
296百万t

小麦
259百万t

コメ
192百万t

大豆
125百万t

品目別・国別の期末在庫（2024/25年度）

資料：USDA「PS＆D」（2026.4.9）より作成

ソ連の輸入増加
（米国の対ソ輸出規制）
欧州・南米の増産
政府在庫増加

ロシア、ウクライナ、南米等の台頭・増産

中国の増産対策
貿易自由化
価格下落

農家の生産意欲減退

米国と欧州の輸出競争激化
（政府在庫処分等）

07～08年
穀物価格高騰

需要の増大
中国の在庫割合の増加

中国の在庫割合の増加
(増産対策)

(増産対策)

（期末在庫率 ％）

注：穀物は米、とうもろこし、小麦、大麦等。世界の期末在庫率(％)＝期末在庫量／(消費量＋輸出量－輸入量) ×100、中国除く期末在庫率(％)=中国除く期末在庫量／（中国除く消費量＋中国除く輸出量）×100

穀物の期末在庫率の推移

2024/25年度の
期末在庫率 27.0%

2024/25年度の
期末在庫率（中国除く）

12.9%
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26%
16%

44%

11%

47%

小麦 とうもろこし 大豆（油種） コメ 原油 インド
39.1%

ベトナム
12.9%

タイ
11.4%

パキスタン
7.6%

カンボジア
6.3%

米国
4.2%

ミャンマー
4.2%

その他
14.2%

米国
40.4%

ブラジル
20.7%

アルゼンチン
17.8%

ウクライナ
10.6%

その他
10.4%

ロシア
20.1%

EU
13.7%

カナダ
13.1%

豪州
11.9%

米国
11.0%

アルゼンチン
8.8%

ウクライナ 5.6%

カザフスタン 5.0%

その他
10.8%

2025/2026年度の世界の穀物等の輸出国の内訳・割合

穀物等の国際貿易の現状

５

主な農産物の貿易率
（参考）

《大豆（油種）：187.2百万トン》
約９割

約９割

《とうもろこし：207.3百万トン》

《コメ：61.5百万トン》

○ 農産物は、生産量に占める輸出量の割合が比較的低く、多くを自国の食料として消費。
○ 主要生産国で世界総輸出量の約９割を占めており、特に大豆はブラジル・米国の２か国が大半を占める。

約９割

約９割

資料：USDA「PS＆D」（2026.4.9）（2025/26年度の数値）、Energy Institute
「Statistical Review of World Energy 2025」（2024年の数値）を基に農林水産省
で作成

注：貿易率＝輸出量／生産量×100
資料：USDA「PS&D」（2026.4.9）を基に

農林水産省で作成

《小麦：221.9百万トン》

ブラジル
61.4%

米国
22.4%

アルゼンチン 4.4%

パラグアイ 4.4%

その他
7.4%
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主要穀物の国際価格推移
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○ とうもろこし、大豆が史上最高値を記録した2012年以降、世界的な豊作等から穀物等価格は下落。2020年後半から南米の乾燥、
中国の輸入需要の増加、2021年の北米の北部の高温乾燥等により上昇。2022年、ロシアのウクライナ侵攻により、小麦は史上最
高値を更新も、ウクライナからの臨時回廊等による輸出再開などもあり侵攻前の水準まで下落。直近では、中東情勢の緊迫化等によ
り上昇傾向。とうもろこし、大豆はウクライナ侵攻時に高騰も、ブラジル等の豊作から侵攻前の水準まで下落。コメは、2022年９月以
降、インドの輸出規制強化、インドネシアの需要増等から上昇も、2024年以降、インドの輸出規制解除等を受け下落。2025年11
月以降、タイの洪水被害等を受け上昇するも、世界的な供給増等を受け、再び下落。

○ 穀物等価格は、新興国の畜産物消費の増加を背景とした堅調な需要やエネルギー向け需要等により、2008年以前を上回る水準
で推移。

2026年５月１日現在の価格。
（コメは５月６日現在の価格。）
□内は過去最高値。

大豆
436.4ドル
650.7ドル
(2012.9.4)

とうもろこし
184.3ドル
327.2ドル
(2012.8.21)

コメ
415ドル
1,038ドル
(2008.5.21)

小麦
229.5ドル
523.7ドル
(2022.3.7)

注１：小麦、とうもろこし、大豆は、シカゴ商品取引所の各月第１金曜日の期近終値の価格(セツルメント)である。コメは、タイ国家貿易取引委員会公表による各月第１水曜日のタイうるち精米100％２等のＦＯＢ価格
である。

注２：過去最高価格については、コメはタイ国家貿易取引委員会の公表する価格の最高価格、コメ以外はシカゴ商品取引所の全ての取引日における期近終値の最高価格。

穀物等の国際価格の動向
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肥料原料の輸入通関価格の動向
○ 肥料原料の輸入通関価格は、2021年（令和３年）以降に上昇傾向となり、2023年（令和５年）１月以降は下落に転じたも

のの、直近の中東情勢などの影響も受けて再び高い水準で推移している。

７ 
注：財務省貿易統計における各月の輸入量と輸入額をもとに、農林水産省において作成。

  月当たりの輸入量が5,000t台以下の月は前月の価格を表記。
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食料需給に影響を与える構造的な要因

８

＋ 単収の増加
＋ 収穫面積の拡大

更なる増加には限界・・・

世界人口の増加に対応した供給の増大

＋/－ 気候変動（世界全体としてみれば単収の減少効果が大きい）

－ 異常気象の頻発化（水不足による干ばつや、高温障害などによる世界同時不作等）

－ 家畜伝染病のまん延（アフリカ豚熱、鳥インフルエンザ等）

－ 感染症拡大（新型コロナウイルス感染症など未知の感染症の発生によるサプライチェーンのひっ迫、物流の途絶等）

－ 地政学的リスク（ロシアのウクライナ侵略など政治的要因を契機とする食料貿易の制限、肥料の輸出規制と高騰等）

－ 需要の変化（新興国・途上国における畜産物需要の増加、非食用需要の高まりによる更なる穀物需要の増加等）

－     輸出規制（ロシア・インド等の小麦輸出規制、インドネシアのパーム油輸出規制、中国の肥料輸出に係る検査厳格化など

   自国の産業や国民生活の保護を名目とする一方的な規制）

－ 輸入競争の激化（需給がひっ迫した際の、いわゆる「買い負けリスク」の高まり）

需給を不安定化させる要因の多様化、影響の深刻化

その一方、

○ 需要については、世界人口の増加、新興国の経済発展に伴う食肉需要の増加、バイオ燃料向け等の食料以外の需要の増加などに
より、今後の増加が確実である一方、これまで必要な供給を支えてきた単収や収穫面積のさらなる増加は限界。

○ 特に近年、気候変動や異常気象の頻発化、家畜伝染病の広域的なまん延、感染症拡大による物流途絶、ロシアによるウクライナ侵
略等の地政学的リスク、主要輸出国による輸出規制など、これまで以上に食料需給を不安定化させる要因が多様化し、その影響も
深刻化。



○ 食料自給率とは、国内の食料全体の供給に対する食料の国内生産の割合を示す指標です。分子を国内生産、分
母を国内消費仕向として計算されます。

○ 単純に重量で計算することができる品目別自給率と、食料全体について共通の「ものさし」で単位を揃えることに
より計算する総合食料自給率の２種類があります。このうち、総合食料自給率は、熱量で換算するカロリーベースと
金額で換算する生産額ベースがあります。

【自給率の基本的考え方】

【食料自給率の計算式】

0

国内生産（輸出向けの生産を含む）
＝食料自給率

国内生産（同上）＋輸入－輸出±在庫増減

国産供給熱量
＝

カロリーベース
食料自給率 国内総供給熱量

1人・1日当たり国産供給熱量
（860kcal/人・日）

＝
1人・1日当たり総供給熱量

（2,248kcal/人・日）

令和６年度食料自給率（カロリーベース・生産額ベース）

食料の国内生産額（12.8兆円）
＝

生産額ベース
食料自給率 食料の国内消費仕向額（20.1兆円）

≒
国内生産量

国内生産量

×

×

国産
単価

国産
単価

－

＋ 輸入量 ×
輸入
単価

（畜産物・加工品）

飼料輸入額
原料輸入額

生産額ベース食料自給率カロリーベース食料自給率 38％ 64％

９



令和６年度食料自給率（摂取熱量ベース）

1

１人１日当たり国産供給熱量（860kcal）

平時における国民の日常生活に必要な摂取熱量（1,850kcal）
＝

○ 令和７年食料・農業・農村基本計画では、平時において国民の日常生活に必要な摂取熱量のどの程度が国産で

賄われているかを示す指標である「摂取熱量ベース」の食料自給率が設定されました。

○ 摂取熱量ベースの食料自給率は、分母を「平時における国民の日常生活に必要な摂取熱量（ 1,850kcal（※） ）」

として算定します。

※ 1,850kcalという数値については、①日本人の成人男性の基礎代謝量が、1,300kcalから1,600kcal程度であり、それを

上回る水準であること、②平時における１人１日当たりの平均摂取熱量（国民健康・栄養調査（厚生労働省））の最低

値が1,849kcal（2010年）であること、を参考に設定しています。

摂取熱量ベース

食料自給率
46％＝
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食料自給率の長期的推移

〇 食料自給率は、長期的に見ると、米の消費が減少する一方で畜産物や油脂類の消費が増大する等の食生活の変化
により、低下傾向が続いてきましたが、2000年代に入ってからは概ね横ばい傾向で推移しています。

4
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インバウンド需要や
家計購入量の増加などにより、
需要見通しと実績にギャップ ６月末民間在庫量

37万㌧23万㌧

○ 人口減少等による需要のマイナス・トレンドの継続を前提として、翌年産の需要量と生産量の見通しを作成。
○ 高温障害等により精米歩留まりが悪かったことから、玄米ベースでの必要量が増加したこと（供給面の要因）に加え、
インバウンド需要や、家計購入量の増加などにより、実際の生産量及び在庫量から計算した需要量(玄米ベース)は、
令和4/5年と比較して、令和5/6年、令和6/7年は増加。

○ この結果、生産量は需要量に対し不足し、民間在庫を取り崩し、需要量に見合う供給量を確保せざるを得なかった。

生産実績

生産見通し
需要実績

マイナス・トレンドの継続を
前提とした需要量の見通し

※5年産、6年産は、
精米歩留まりの低下により、

実質的に供給減

44万㌧
32万㌧

生産実績

需要実績

当初見通し
184

過去（平成8/9年以降）の
需要実績ベースのトレンドにて推計

180

44万㌧

32万㌧

民間在庫の取り崩し

当初見通し
152

▲31万㌧

▲31万㌧

備蓄米含む
157

毎年減少

生産量が需要量に対し不足
減少する需要見通しを踏まえた

生産量の見通し

需要見通し

毎年秋、食糧部会に諮問して、
翌年の主食用米等の需給見通し

（需要量の見通し、生産量の見通し等）
を作成

（万トン、玄米ベース） （万トン、玄米ベース） （万トン、玄米ベース）

（※）

（※）

（※）令和2-4年産平均と比べ精米歩留まりが
低下した分を加味した実質的な生産量。
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米不足への不安等に関する有識者意見
（令和7年7月30日食糧部会）

米・パン・めんの消費者物価指数

令和３年
（７月）

令和４年
（７月）

令和５年
（７月）

令和６年
（６月）

令和７年
（６月）

米類 ９７．５ ９１．５ ９５．０ １０６．７２１３．５

パン ９９．４ １１０．６１２０．９１２１．３１２６．１

めん
類 ９９．０ １０９．５１２１．６１２０．３１２１．０

（令和２年を100とした指数）
 ５年産の品質・収量が悪い中で、
南海トラフ臨時情報があり、
６年産の米は果たして足りるのかという不安
が働いて皆集めに走った。

【山波委員（農業者）】

 株式などと同様、不安感など、
市場での価格は心理で動くことがある。

【宮島委員（日テレ）】

 台風や地震が発生した際には
消費者はもう１袋買っておこうとなる
ので、そういったことにも対応できる
ようにしていくことが重要。

【金戸委員（㈱武蔵野（中食事業者）】
出典：総務省「消費者物価指数（令和２年基準）」

13

購入量増加の背景（米の値ごろ感や米不足への不安）

○ 家計購入量が増加した要因を特定することは難しいが、R5/6年には、米の相対的な値ごろ感、R6/7年には、米不足
に対する不安や消費者心理などが影響したと考えられる。
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流通ルート多様化の状況（令和７年６月末時点）

○ 生産者の出荷量のうちＪＡ系統などの集荷業者への出荷数量は大きく減少（前年比▲34万トン）する一方で、生
産者の直接販売や集荷業者以外の業者との取引等は大きく増加（前年比＋49万トン）した。

○ 民間在庫は、多くが既に売り先が決まっているものであり、緊急事態に対応できるバッファーになり得ないが、民
間在庫の減少に伴い、流通段階では、次年度の端境期に米が不足するとの不安から競争が発生した。
卸売業者等では、新規の調達ルートを開拓したり、同業者間で取引するスポット市場を通じて、比較的高い価格の

米を調達。

米の流通実態

スポット価格（令和６年産）の状況

産地銘柄 令６
９月 10月 12月

令７
２月 ４月 ６月

北海道ゆめぴりか 29,443 29,700

北海道ななつぼし 29,201

青森まっしぐら 28,535 38,124 52,470 51,045

岩手ひとめぼれ 29,161 52,403

宮城ひとめぼれ 28,524 29,177 34,942 52,028 34,224

秋田あきたこまち 29,155 29,741 52,375 52,199 35,690

関東コシヒカリ 28,572 29,198 34,016 51,998 51,407 35,856

関東あきたこまち 28,368 50,207

関東銘柄米 27,753 28,197 37,438 50,522 43,823

新潟コシヒカリ
（一般） 30,304 33,179

資料：株式会社クリスタルライスHPの公表情報を基に農林水産省作成。
※１ 上記価格は、成約価格を関東到着基準、１等、包装代込、税抜き、円/60kgに整え加重平均した

価格（クリスタルライスHP公表値）を農林水産省において税込みに換算したもの。
※２ 「関東銘柄米」には、あさひの夢、とちぎの星、彩のきずな、ふさおとめ、ふさこがね等を採用。

※赤字：前月より高価格

出荷量
（＋15万㌧）

生産量
679万㌧
（＋18万㌧）

生産者

JA系統
等の

集荷業者

卸売
業者

小売
業者等

消費者

出荷量
（＋49万㌧）

出荷量
（▲34万㌧）

食品製造
業者

その他
集荷業者等

JA系統等以外の販売ルート

※( )内は前年差

（円/60kg、税込）
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○ 生産量（玄米ベース）は足りているとの認識の中で、不作時に備蓄米を放出するというルールの下、放出時期が
遅れ、更なる価格高騰を招いた。

○ 最終的に令和７年３月に至り放出したものの、小売り、中食・外食事業者への流通に時間を要した。

1,600

2,000

2,400

2,800

3,200

3,600

4,000

4,400

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

R4／5

R5／6

R6／7

(参考)

（参考）
随意契約による

政府備蓄米販売店舗
の全平均販売価格

（円/5kg、税込）

販売価格指数（Ｒ４/５＝100）
令和４年７月～令和５年６月 １００
令和５年７月～令和６年６月 １０８
令和６年７月～令和７年６月 １９０

スーパーでの販売価格の推移

備
蓄
米
放
出
の
方
針
発
表

第
１
回
入
札
【14

万
ト
ン
】

第
２
回
入
札
【7

万
ト
ン
】

第
３
回
入
札
【10

万
ト
ン
】

随
意
契
約
の
申
請
受
付
開
始(1/24)

(3/10) (3/26) (4/23) (5/26)

予
想
収
穫
量
の
公
表
【
作
況102

】
(10/11)

予
想
収
穫
量
の
公
表
【
作
況101
】

(11/19)

収
穫
量
の
公
表
【
作
況101

】
(12/10)

農林水産省の対応③（備蓄米放出の手法・タイミング（備蓄米の放出結果））
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4,314 

3,851 

4,403

3,467

4,285 

3,625 

3000

3500

4000

4500

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

日経POSデータ
小売店パネル調査データ
KSP-POSデータ

随意契約による
備蓄米の

店頭販売開始
（5/31~）

（円/5kg、税込）

資料：(株)KSP-SPが提供するPOSデータ（全国約1,000店舗のスーパーから購入したデータ）、日経POSデータ（全国1,200店舗のスーパーが対象）を用いた、(株)ナウキャストの集計・分析、
全国約6,000店舗の小売店（スーパー、ドラッグストア、ホームセンター等）から入手したPOSデータを用いた、(株)インテージリサーチの集計・分析に基づき農林水産省が作成。

入札による
備蓄米の
初回公告
（3/3~）

（最高値との差）

(▲463円)

(▲660円)

(▲936円)

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

（参考）米の小売価格の推移

○ 米の価格については、年明け以降段階的に上昇していたが、入札による備蓄米が広がり始めた５月2、３週目をピー
クとし、随意契約による備蓄米が流通し始めた６月以降、平均価格が下落した。

備蓄米の流通の効果は、消費者物価指数（CPI）の変化幅に例えると、
2025年6月分は前年同月比▲0.2ポイント分（3.3%→3.1％）程度に相当

※ 米価格（単一原料米のみ）をKSP-POSデータに基づく価格（ブレンド米を含む）に置き換えて試算
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主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律の一部を改正する法律案の概要

○ 今般の米価高騰の要因及び政府備蓄の売渡しの対応を検証する中で、農林水産省が多様化する流通実態を適確に把握でき
ていなかったことや、政府備蓄は売渡手続に時間を要し、機動性を欠くという課題が明らかとなった

このような課題に対応し、米の安定供給を確保するためには、
① 外食・中食を含め流通業者の取引実態を幅広く把握するとともに、
② 官民を挙げた備蓄体制を構築し、備蓄米の機動的放出を可能にする必要

○ 米の需要を拡大し、これに応じた生産を推進するためには、米の需要の減少を前提とした生産調整に関する規定を見直す
必要

背景

(1) 届出事業者の拡大
・米穀の出荷・販売業者に加え、加工・中食・外食の事業者を追加 （第９条関係）
(2) 定期的報告の義務化、罰則の強化
① (1)の事業者に対し、国への定期的な在庫量、出荷・販売量等の報告を義務化 （第11条関係）
② 届出・定期報告等の適正性を担保するため、罰則を措置

（第56条第２号、第58条、第59条第１号及び第２号並びに第62条第１号関係）

１．多様化する流通実態の把握強化

２．備蓄制度の見直し

(1) 目的の見直し
・ 生産量の減少による供給不足に加えて、需要量の増加等による供給不足にも備えて保有できるよう、備蓄の目的を
見直し （第３条第２項関係）
(2) 民間備蓄制度の創設
・ 政府備蓄に加え、一定規模以上の民間事業者に対して、基準量以上の米穀の保有を義務付け

（第33条の２から第33条の８まで、第48条の２等関係）

法律案の概要

３．需要に応じた生産の促進

(1) 生産調整方針の廃止
・ 米の需要減少を前提とした生産調整方針に関連する規定を廃止 （改正前第２条、第５条から第７条まで及び第９条第１号関係）
(2) 需要に応じた生産に係る責務規定の新設
・ 生産者は需要に応じた生産に主体的に努力すること、政府は需要に応じた生産を促進すること等を明記 （第５条関係） 19
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農業用ドローン
（株）NTT e-Drone Technology

スマート農業技術の例②

○ 軽量・コンパクトで、シンプルな操作性を実現した
国産の農業用ドローン

○ 1バッテリーで最大2.5ha散布可能（50a×５回）
○ 各種センサーによるアシスト機能で均一的な農薬
散布等を実現

〇センシングデータを用いて自動で施肥量を調整

○ 中山間地での散布や手軽な適期防除を実現
○ 購入から７年間の修理対応、部品供給の保証の他、
有償の定額保守サービスにより安心して利用可能

（株）NTT e-Drone Technology
機械名：AC102
2025年1月 販売開始

概要

導入メリット

同社でスマート農業技術活用促進法に基づく認定を受け、
傾斜地の柑橘防除等にも活用可能な大型ドローンを開発中
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○ 耕うん整地を無人で、施肥播種を有人で行う有
人-無人協調作業を実施（2018年市販化）

○ 慣行作業と比較した省力化効果や作業精度等
について検証するとともに、リスクアセスメントに基づく
安全性の評価を行う

概要

スマート農業技術の例③ー１

自動走行トラクター
北海道大学、ヤンマーアグリ（株）

導入メリット

○ 限られた作期の中で１人当たりの作業可能な
面積が拡大し、大規模化が可能に

内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ） 「次世代農林水産業創造技術」において開発

ヤンマーアグリ（株）
機械名：ロボットトラクター[88～114馬力]
価  格：メーカー希望小売価格1,651～2,030万円（税込）
2018年10月 販売開始

出典：ヤンマーアグリ（株）
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○ ハウス内に張られたワイヤ上をロボットが移動し、AIで収
穫適期のピーマンを判定・収穫

○ 人の作業負荷の一部をサポートする「人と共存するロ
ボット」をコンセプトに、安価・簡単操作を実現

○ ハウス内でロボットが巡回しながら収集したデータを基に
データ農業の実現へ

ピーマン収穫ロボット

収穫状況

第10回ロボット大賞（2022年農林水産大臣賞）

ピーマン自動収穫ロボット「L」
ＡＧＲＩＳＴ（株）

概要

導入メリット

○ 夜間の稼働などで全収穫量の２割程度を収穫

○ 着果負担の低減による病害虫の抑制と収量増加

○ 日々の収穫作業と同時にカメラで植物体を撮影し、
AIを活用した画像解析による病害虫の早期発見や、
収穫量の予測技術を開発中

夜間の自動収穫

スマート農業技術の例⑬
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※農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律

スマート農業技術活用促進法※の概要

①スマート農業技術の活用及びこれと併せて行う
農産物の新たな生産の方式の導入に関する計画

（生産方式革新実施計画）

農林水産大臣（基本方針の策定・公表）
（生産方式革新事業活動や開発供給事業の促進の意義及び目標、その実施に関する基本的な事項 等）

申請 認定 申請 認定

【生産方式革新事業活動の内容】
・スマート農業技術の活用と農産物の新たな生産の方式の導入
をセットで相当規模で行い、農業の生産性を相当程度向上させ
る事業活動

【申請者】
・生産方式革新事業活動を行おうとする農業者等※1
（農業者又はその組織する団体）

【支援措置】
・日本政策金融公庫の長期低利融資
・行政手続の簡素化（ドローン等の飛行許可・承認等）など

【開発供給事業の内容】
・農業において特に必要性が高いと認められるスマート農業技術等
※2の開発及び当該スマート農業技術等を活用した農業機械等又
はスマート農業技術活用サービスの供給を一体的に行う事業
※2 スマート農業技術その他の生産方式革新事業活動に資する先端的な技術

【申請者】
・開発供給事業を行おうとする者
（農機メーカー、サービス事業者、大学、公設試等）

【支援措置】
・日本政策金融公庫の長期低利融資
・農研機構の研究開発設備等の供用等
・行政手続の簡素化（ドローン等の飛行許可・承認）など

②スマート農業技術等の開発
及びその成果の普及に関する計画

（開発供給実施計画）

スマート農業技術活用サービス事業者や食品等事業者が行う生産方式
革新事業活動の促進に資する措置を計画に含め支援を受けることが可能

【税制特例】①の計画に記載された設備投資に係る法人税・所得税の特例（特別償却）、②の計画に記載された会社の設立等に伴う登記に係る登録免許税の軽減

農業者の減少等の農業を取り巻く環境の変化に対応して、農業の生産性の向上を図るため、
①スマート農業技術の活用及びこれと併せて行う農産物の新たな生産の方式の導入に関する計画（生産方式革新実施計画）
②スマート農業技術等の開発及びその成果の普及に関する計画（開発供給実施計画）
の認定制度の創設等の措置を講ずる。

【法第６条】

【法第7条～第12条】 【法第13条～第19条】

※1 継続性や波及性を勘案し、複数の農業者が有機的に連携して取り組むことが望ましい
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